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Urgcnt Notification for Product Safety for Avoidance of Scandal
consun､t･,- produ｡. SalL･ty.＼ssoLlitti｡,, (CPSA) Takehiko Koshiyama
製品リコールは,製品や材料の製造･供給企業にとっては避けられないリスクである｡製品リコールは,消費者に対して販売後の
製品の危険性を伝え,製品回収を行うものである｡しかし,同時に社会や行政に告知する必要があり,加えて風評の低下や市場展開
へのマイナス影響などが伴う｡だからといって,隠蔽や偽装をしてしまうと不祥事となって,事業の存続自体が危ぶまれる自体に陥る｡
本稿では,製品リコールによる企業損失を最小限にすることによって,消費者や社会の信頼を維持していくためのリスクマネジメ
ントについて述べる｡このことによって企業価値を大きく向上させることはないかも知れないが,社会的責任を果たしながら,事業
活動を継続していくためには重要なマネジメントである｡
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Product recall isriskthat cannot avoid for manufacture and supplier. Product recall isthe one togive waming informadon of a洗er
sale to consumer, and to retum products. Butalso it needs manytime and work for repair, and enormous adverdsing cost. In addition,
declining in reputation and influencing negatively in market. However, If concealingand camouflaging, the continuance of the business
will be doubted.
This paper provides aspect of risk management to continue mutual trustwithconsumerand social, byminimizing damage of product
recall. Maybethisrisk management dose not greatly improves corporate value. But it becomes at least necessary management, while
accomplishingthe socialresponsibility.
Keywords : product safety,risk management, recall, corporate socialresponsibility, disclosure
1.はじめに
原材料や原産地の表示,消費期限等の食品表示
の偽装問題が立て続けに発生している｡海外でも
ペットフード,歯磨き粉,鉛塗料入り玩具などの
安全性に関する問題が発生している｡消費者の信
頼を裏切り,安全を無視した企業姿勢である｡米
国では,消費者用製品安全法をリコールに特化し,
罰金や政府権限を強化する法改正が審議されてい
る1)｡また,本年5月には,我が国でも消費生活
用製品安全法の改正に伴う重大事故の報告義務が
施行されている2)｡このように,企業側には,潤
費者に対して適正な安全情報を提供し,事故や危
険があった場合には隠匿せず公表し,消費者の安
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全と信頼を得る努力がますます求められていくこ
ととなってきている｡
本稿では,最終製品を製造･販売する企業が重
要なステークホルダーである消費者に対して,過
速かつ適正に危険情報を伝えることによって,潤
費者の安全を守りながら,社会的責任を果たすと
いう役割について述べる｡最初に,なぜ消費者に
対しで情報を伝えなければならないか,どのよう
な情報をどのような目的で伝えなければならない
かについて述べる｡続いて,特に販売後の安全対
応であるリコールに着日し,緊急告知としてのリ
コール情報をどのように提供していくことによっ
て,消費者の信頼を失墜させず,損害や損失を最
小限に抑えながら事業を継続させていけるかにつ
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いて述べ,最後にそのためのリスクマネジメント
について述べる｡
2.企業と消費者を結ぶ製品
情報コミュニケーション
2-l.製品情報コミュニケーションの社会的責任
性
企業が果たすべき責任には,法的責任と社会的
責任が存在する｡社会的責任(corporate social
responsibility)という言葉が用いられ始めたの
は, 1930年代初頭の大恐慌後の米国においてで
あり:i),日本では1956年11月の経済同友会によ
る全国大会決議｢経営者の社会的責任の自覚と実
践｣であるという4)｡
近年における社会的責任の=･股的な定義として,
高らよる以Tがある5)｡
｢企業が,市民,地域及び社会を利するような
形で,経済上,環境上,社会上の問題に取り組む
場合のバランスのとれたアプローチといえる｡｣
また,実践のための指標としてオーストラリア
規格で示される定義は,以下のとおりである｡
｢組織の法的責任を越える社会的及び環境的課
題を,組織が自主的に,自己の経営活動と利害関
係者との相互関係の中に統合するメカニズムであ
る｡｣
今日の社会的責任議論は,その検討領域が広範
囲であり,分野毎に様々な問題提起がなされ,そ
れが　一貫したものではないことから,具体的に何
をどのように行う責任問題なのかが明確に定義で
きないといわれるfj).
しかし,現在用いられている社会的責任の概念
は,企業は自社の利益のみを追求するのではなく,
株主,顧客,従業員,地域,仕入れ先などのス
テークホルダーの利益も考慮しようというもので
あるとしても間違いではないと思われる｡そして,
そのために消費者,取引先,労働者及び地域住民
の人権や安全を含んだ社会的な責任や環境への責
任を果たすというものである｡しかし,その責任
を果たすということは具体的にはどのようなこと
をいうのであろうか｡ここでは,特に対消費者に
対する具体的な責任について考える｡まず,主要
なガイドライン7)から得られる対消費者に対する
責任の例を示す｡
･等価交換(顧客満足)
･公正な対応(不満-の補償措置を含む)
･安全で信頼できる商品の供給
･人への尊厳のある商品供給とマーケテイン
グ･広告
･顧客文化の尊重
次に,我が国における社会的責任の基本指針に
ついて示す｡ 1つ目として,国民生活審議会によ
る｢消費者に信頼される事業者となるために一自
主行動基準の指針- (2002)｣がある｡この中に
は,企業が消費者の信頼を得るために必要な8つ
の方針の4番目に製品安全が示され,その中の具
体的な方針には,以下の5点が示されている｡
･品質管理
･重大な欠陥情報･事故情報･苦情情報の開示
方針
･製品回収の実施に関する基準
･製品l[叫叉の告知方法
･誤使用回避の方針
2つ日として,日本経済団体連合会による｢企
業行動憲章(2004)｣がある｡その第1条に｢社
会的に有用な製品･サービスを安全性や個人情
報･顧客情報の保護に十分配慮して開発,提供し,
消費者･顧客の満足と信頼を獲得する｣と示され
ている｡
以上のように,企業の社会的責任には,消費者
に安全で信頼される製品を供給することが重大な
使命として位置づけされている｡そして,消費者
の信頼を得るためには,事故情報を含む安全性に
関する情報を積極的に開示し,告知していくこと
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戯曲
消費者の安全のための情報コミュニケーション
購入時の情報
使用時の情報
緊急時の情報
･カタログ等による製品情報 
･販売店における情報提供 
･警告表示(本体表示) 
･取扱説明の使用上の注意 
･社告 
･リコール情報 
は欠かせない責任である｡製品安全を目的として
行われる企業から消費者への情報提供は,大きく
次の3つに分類される8)｡すなわち, ①購入時の
情報, ②使用時の情報,及び③販売後の緊急危険
情報である(図1参照)｡購入時の情報には,そ
の製品にはどのようなリスクがあるか,どのよう
な人がどのように使用するとどのようなリスクが
存在するかという情報である｡薬や洗浄剤などの
化学物質,食品の消費期限やアレルギー成分表示,
その製品の適用年齢や使用環境条件などである｡
使用時の情報には,警告表示や使用上の注意が書
かれた取扱説明書である｡そして,販売後の緊急
危険情報とは,すなわちリコール情報である｡す
ぐに使用を中止して回収させてくださいなどの社
告等による情報提供である｡これらの情報提供は
単に企業側から消費者-の一一一一一方通行のものではな
く,図1に示すように,消費者の購入や使用とい
う行動に対して働きかけ,危険Lr回避行動をとった
り,回収への協力としてのフリーダイヤルに連絡
したりというような具体的な行動の変容に結びつ
くという特徴がある｡このことから,これらの製
品安全のための情報提供は,一一一種のコミュニケ-
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その消費者にとって
安全でない製品を買
わせない情報
その消費者にとって
より安全な製品を選
択させる情報
危険な使用をさせな
い情報
危険でない使用を選
択させる情報
製品の使用を停止さ
せる情報
-購入の匝圏
-購入の匪国
-使用の匝画
-使用の囲
-使用の匝画
ションを形成しているととることができる｡
2-2.安全のための情報コミュニケーションの方
法
Zeitlin (1994)も,安全情報による消費者の行
動変容にはコミュニケーションが形成されるとし
ており,一定のコミュニケーション理論が成立で
きるとしている9)｡企業からの情報提供に基づく
理性的な行動パターンとして,次の4つをあげて
いる｡すなわち,消費者は, ①不快な結果を回避
しようとする, ②危険の場合はそれを回避しよう
とする, ③リスクを最小化しようとする, ④そし
てそれらはよりわかりやすい情報提供によって助
長されるというものである｡
このコミュニケーション理論は現実のリコール
の場合においても適用されるであろう｡すなわち,
食品の偽装問題や危険な製品による危害の問題,
さらには最大960万個のリコールといわれるパソ
コン用のリチウム電池, FF式石油暖房機やリ
コール隠しを行った自動車の例などである｡これ
らはl即寺に,企業にとっては甚大な打撃を与える
問題である｡また,いずれも販売後の製品の安全
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性に関する問題である｡以下,本稿では特に販売
後の緊急危険情報の提供に着目し,消費者の安全
と企業-のダメージを最小限にする円滑で適正な
コミュニケーションの形成について論じてみたい｡
3.販売後の責任としてのリコ-ル
3-l.リコールは不祥事か
企業不祥事とは,偽装,隠匿,故意の法令違反
などによる企業の組織的な反社会的行為をいうの
であろう｡そうであったなら,作業員や社員個人
の人為的なミスによるものや,コントロールしき
れず,予想できなかった法令や規則-の違反自体
は不祥事ではない｡しかし,そのことを知った管
理者が上司に報告しなかったり,報告を受けても
握りつぶし,隠匿して,公表,公共機関-の戟告,
回収などの是正措置を行わなかったりすると,そ
れがまさに不祥事となるのである｡
では,リコールは不祥事であろうか｡リコール
の原因となる危険は予測されなかったものである
場合がある｡不良や欠陥の発生可能性をゼロにす
ることは不可能である｡問題は,その事実,特に
事故の発生を知った際にそれを隠匿したり,偽装
したりせず,迅速に消費者や社会に告知しなかっ
た場合に不祥事に至るということである｡そして,
不祥事に至った場合の企業のダメージが大き過ぎ
ることは,食品偽装メーカの例を見るまでもなく,
明らかである｡以下では,特に企業が,不祥事又
は不祥事の場合と同等の大きなダメージを被るこ
とがないリコール対応について言及する｡
:一髪　十十
様々な｢リコール(recall)｣の意味
16世紀後半
recall - ｢呼び戻す｣
3-2.リコールとは
まず,リコールをどう理解するかについて述べ
る｡ recallの言葉が｢呼びかけことによって返し
てもらう(to bring back by calling upon)｣との
意味で使用されるようになったのは16世紀後半
であり,何かを呼び戻す,思い出させるとの意味
で使用されるようになったといわれる｡また,逮
挙で選ばれた人の解雇(removal of an elected of-
flCial)との意味でのリコール表現が生まれたのは
20世紀初頭のことであるという10)｡
現代ではリコールには,次のような意味がある
(図2参照)｡
①選挙で選ばれた者の解任11)
②消費者行動研究分野におけるブランドなど
の思い出し12)
③過去に学習したことの思い出しや,呼び覚
まし13)
④一時解雇(レイオフ)された者の再雇用14)
以上のことから,リコールには,一端渡された
何かを引き戻すとの意味があり,製品リコール
(product recall)の場合においても,一端製造元
又は輸入元から出荷された製品を回収するとの意
図があるとみることができる｡
｢製品リコール(productrecall)｣の表現は,逮
邦運送車両法(1966)に基づきNHTSA (米国高
速道路交通安全局: National HighwayTraffic
SafetyAdministration)がリコールに関する権限活
動を開始した1960年代後半にみられる15)｡な
20世紀
選挙で選ばれた人の解任の意味
消費行動におけるブランド名等の作用の意味
学習過程の思い出しの意味
一時解雇に対する再雇用の意味
product ｢ecall
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お, 1972年には米国消費者製品安全法に基づき
CPSC (消費製品安全委員会: Consumer Product
SafetyCommission)も,同様のリコールに関す
る権限活動を開始している｡米国では, 1990年
代以降リコールが多発化しており,その原因は次
の3要因にあるとマトス(Matos)らは指摘して
いる16)｡すなわち, ①1960年代を起点とする消
費者運動の活発化の影響, ②CPSA及びFDA
(米国食品医薬品局: Food and Dmg Administra-
tion)による政府主導の製品安全行政の影響,及
び③製品の複雑化である｡このことから,米国に
おける消費者保護政策が製品リコールというもの
に対して大きな影響力をもったということがわか
る｡
しかし,米国消費者製品安全法は｢リコール｣
の表現を用いているわけではない｡同法第5条で
は,安全規則に従わないか,危険にいたる欠陥が
存在するか叉は重大な不合理な危険(unreason-
able risks of injuIY)が存在する場合の措置とし
て,製品の修理,交換叉は返金の措置を行うこと
と示されているだけである｡同法に基づく指針で
ある米国リコールハンドブックでは,これらの措
置に加え,消費者への公表を含めた措置の総称を
｢是正措置(correctiveaction)｣といい,この是
正措置のことを便宜的に｢リコール｣と称すると
しているだけである17)｡
なお,我が国も｢リコール｣の表現は,経済産
業省版のリコールハンドブックという指針で次の
ように示しているだけであり,法令で特に｢リ
コール｣の表現を用いているものはない｡すなわ
ち, ｢リコールとは,消費生活用製品による事故
の発生の可能性を最小限にするための事業者によ
る対応であり,回収,交換,改修叉は引取りが具
体的な対応である｣である18)｡
以上のように, ｢リコール｣とは,製品危害防
止を目的とした法律に基づく主要な措置としての
｢製品回収｣からくる是正措置の一般的な呼称で
ある｡しかし,筆者は, ｢リコール｣がこのよう
に暖味な概念のまま本稿を進めるべきではないと
の視点で,次のように概念を明確なものとする｡
すなわち, ｢リコール｣の本来の意味は,回取等
の措置にあるのではなく,消費者に危険回避情報
を伝達した上で,回収等の措置を実施すすること
と考えることから,次のように定義したい｡
｢リコールとは,消費者に対する危害防止を目
的とした緊急情報の提供,並びに消費者に対して
協力要請する回収等の措置を総称したものであ
る｡｣
4.リコールの位置づけ
4-1.是正措置としてのリコール
消費者や社会の信頼を損なわず,ダメージを最
小限にするリコールの実施のためには,迅速かつ
的確なリコールの履行が必要となる｡そのために
は,まずリコールとは何であるかを正しく理解す
る必要がある｡ ｢リコール｣と混同しやすい概念
に｢回収｣, ｢社告｣がある｡しかし,これらは同
義ではない｡
｢リコール｣とは上記のように,消費者-の緊
急の危険回避情報の連絡と回収等の具体的な是正
措置のことをいう｡しかし, ｢回収｣とは,市場
からの回収の場合と,消費者の手元からの回収と
の意味があると一一一義的には解されるが,現実の消
費者の手元の製品への是正措置は,必ずしも｢回
収(return)｣ではなく,次のようなものである｡
｢交換｣, ｢引き取り｣,企業側による修理を意味す
る｢改修｣であり,それら以外にも消費者自身に
よる｢廃棄｣, ｢点検｣, ｢修理･調整｣なども含ま
れる｡また, ｢社告｣とは,消費者への告知媒体
の1つに過ぎない｡自動車のように顧客がわかっ
ている場合は,不特定多数の人に情報を発信する
社告の必要はない｡店頭告知や,雑誌,公共の場
でのポスターやテレビCMなども告知媒体であ
る｡以上のように, ｢リコール｣と是正措置の内
杏(方法)と通知の方法は,異なるものである｡
また,それら以外にも実施状態などの様々な多義
性がある(表1参照)｡
4-2.具体的なリコールプロセス
ここで,具体的なリコールプロセスについて触
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十十J十
リコールの多義性
リコールの目的 ?ｨ5(?8ｸ,ﾈ?邵???潟R-ルの方法 ?ｩ&ﾘ,ﾉ_ｹd?通知の実施者 
消費者の安全 茶ｩOｨﾇ?ﾒ縢V跏GF?G&?%FW&6V?縒ﾂ"?ΛW佗ﾆ?蹙6跏?BrﾃｦV???ｨ蔕6???ｨﾇﾈ險ﾇﾂⅣ6豆f6罔W&6V?胄ﾈ?倅??ﾊ知 (notifying) ??h4(4?ｨ8ｨ?5?製造.輸入事 業者 
安全に直接関係 のない不具合 不祥事撤退 法令.基準違反 刮??(withdrawals) 市場からの撤去 (removing/ ｢eplacing) 返金(｢efund) 倆???[rﾈ6X8ﾂ?"ﾈ8?x4鎚7ﾈ???ｸ5H486r?ﾔﾈﾙ?6??if｢?艀頸ﾈ7ﾘ6ｨ4?ﾈ*??nX頸?ﾌ売事業者 業界団体 関連機関 
権利問題 剞ｻ品交換(p｢○duct exchange) 検査(inspection) 再ラベリング (relabeling) 調整(adjusting) 改修(｢epai｢e) 破棄(dest｢oying) モニタリング (monitoring) 儉ﾉHB騷ﾉ,ｨ-h,ﾈﾙ?&ﾒ??ｨﾙ?ﾒ?hｺIGﾙ?-h,ﾈﾙ?ﾒ??88ﾈ4?x8?ｸ8ｲ?ﾉ?dｹn"?I,ｨ6h?5??ｸ5?関連公共機関 国.自治体 
れてみる｡図3及び図4は,米国消費者製品安全
法と我が国の消費生活用製品安全法にみるリコー
ルまでの流れである｡米国消費者製品安全法によ
るものは,まず①重大な危害,安全基準違反叉は
不合理な危険を知った場合, 24時間以内に
CPSCに報告する義務がある(第15条)｡この報
告は,同法に基づく規則のもとなされるが,その
報告の中に是正措置を盛り込まなければならなら
ず19),リコールが必要な場合などを含め, CPSC
がこの報告に対する権限を留保(reseⅣe)する｡
すなわち, CPSCは是正措置が妥当ではない場合,
罰則や命令などの権限を行使できるというもので
ある｡是正措置が妥当な場合とは,まさに企業が
自主的にリコールを実施することに他ならないの
である20)｡そして,現実のリコールはそのほとん
どが自主リコールである｡
我が国の消費生活用製品安全法は,事故の届け
出やリコール等の義務を付与する形で2006年12
月6日に改止公布され, 2007年5月14日から施
行されている｡この改正で,事業者は重大事故を
知ってから10日以内に経済産業大臣に報答する
義務が生じ(第35条),また,危害防止の必要が
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ある場合は,自ら回収等の措置を講じる義務があ
ることも付与された(第38条)｡この場合も,辛
業者に対して回収等の措置を命じる権限が国に与
えられている(第32条)｡しかし,我が国の場合
も同様にそのほとんどが自主リコールである21)｡
米国と我が国の制度の相違点には,次のような
点がある｡
①いずれも報告義務が先にあり,必要がある場
合にリコールを実施する義務が付与されると
いうものである｡
②報告義務は,我が国の場合は,垂大事故によ
るものとなっているが,米国の場合はさらに
欠陥及び法令違反の場合も含んでいる｡
③流通･販売業者の位置づけに違いがある｡米
国の場合は,流通･販売業者にも報告義務が
あるが,リコール義務はない｡しかし,我が
国の場合は報告にもリコールの実施にも協力
義務を有している｡
④口米共に,行政にリコールを強制的に命令で
きる権限が付与されているが,明確に事業者
に危害防止のための義務があることを明記し
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欠陥､違反､欠陥の発生
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①報告且 劔僵???
政市 劔?
ているのは我が国だけである｡
以上のように,リコールは消費者保護の観点か
ら行政が法律のもと監督しているが,実態は命令
される前に企業が自主的にリコールを行っている｡
では,この｢自主的｣とはどういうことを意図す
るのであろうか｡どのようなリコールであったと
しても,実施さえすればいいのであれば,効果的
でなく,企業に対するダメージが最小になるサイ
レントリコールでもいいことになる22)｡次章では,
本来求められるすなわち十分な社会的責任を果た
している効果的なリコールとはどのようなものあ
るか,そしてその特徴を示すモデルについて述べ
る｡
5.リコールが有する告知という特徴
5-1.告知の位置づけ
リコールには,大きく次のような特徴がある｡
①すみやかな決断
(餅肖費者の安全確保のための適切な是正措置の
実施
③告知
①の｢すみやかな決断｣とは,まさに不祥事と
しないための重要な経営判断である｡隠匿したり,
意図的に虚偽の報告をしたりすると三菱自動車の
クレーム･リコール隠し問題のようにより大きな
ID
日本消費生活用製品安全法によるリコールのメカニズム
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社会問題となってしまうことがある23)｡何を決断
し,実施するか,それは消費者に対する危害の発
生を防止するための｢是正措置｣である(②)｡責
任問題や欠陥かどうかの判断に迷い,決断が遅れ
ることはありうる｡しかし,リコールを実施した
からといって,責任や欠陥を認めたことにはなら
ないのである｡消費者の安全を優先する判断が,
市場や消費者の信頼をつなぎ止める経営判断なの
である｡この是正措置とは,製品の改良はもとよ
り,市場からの回収,既に販売された製品に対す
る消費者に危険を伝えるという措置のことである｡
しかし,この是正措置には多大の費用及び労力を
伴い,市場や消費者からの信頼の低下が伴う｡そ
のため,企業としてはウェルカムではないのは正
直なところであろう｡消極的であることの重大な
理由に,監督官庁,取引先,消費者及び社会への
告知が伴うことがあると考える(③)｡なぜなら,
告知しなければすむのであれば,リコール自体を
実施しないかも知れないし,ともすれば社内だけ
の製品改良,出荷前の製品のみの回収,自社ホー
ムページのみでの告知となり,消費者の安全にも
つながらないリコールという選択があり得るから
である｡すなわち,是正措置計画を監督官庁に届
け出するなどの告知が,適正な是正措置の立案の
動機付けになるということである｡そのため,筆
者は,不祥事とならない適切な是正措置を決定す
る最も大きな要因がこの告知にあると考えている｡
告知という説明責任が,適切な社会的責任を果た
す起点となるのである｡
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5-2.告知に含まれる説明責任等
ここでいう告知とはどのようなものであろうか｡
筆者は,大きく次の4つに分類できると考える｡
①法的責任･監督官庁への届け出義務
②社会に対する説明責任
(彰消費者に対するお詫び
④危険回避情報の伝達･消費者に対するお願い
①の｢法的責任･監督官庁-の届け出義務｣は,
消費生活用品なら経済産業省,食品なら保健所,
自動車なら国土交通省,薬品なら厚生労働省のよ
うに,各々関連する法令によって,事故報告や是
正措置計画等の必要事項の監督官庁への届け出義
務がある｡どのような事故が発生したか,基準や
規則に違反したか,どのような危険性があるかな
どによって是正措置の内容が定まってくる｡そし
て,その是正措置計画の妥当性が評価されること
になる｡この届け出は法的な義務によるものであ
る｡
②の｢社会に対する説明責任｣とは,取引先,
流通･販売会社,株主,プレス等に対するもので
ある｡なぜ是正措置を実施する必要があったか,
その原因と改善内容はどうなっているのかなどの
説明責任である｡契約上の責任が発生することも
あるが,まさに社会的責任によるものである｡影
響を受けるであろう全ての関係者に対するもので
あり,市場の信用低下による販売の縮小という影
響があったとしても,事業の継続を望む場合は,
欠くことはできない｡
③の｢消費者に対するお詫び｣は,それ自体が
何かの説明責任を果たすことになるものではない｡
また,危害の防止にも役に立つわけではない｡し
かし,企業が社会の一員としての企業市民たる場
合は,どのような理由でリコールなどの告知を実
施したとしても,消費者に不安をあたえたり,伝
頼を低下させたりすることがあれば,お詫びの言
葉を添えるのは必要なことである｡
(もの｢危険回避情報の伝達･消費者に対するお
願い｣は,まさにリコール時の消費者に対する危
険回避のための告知情報である｡筆者は,リコー
ルとは,消費者に対する危害防止を目的とした緊
急情報の提供,並びに消費者に対して協力要請す
る回収等の措置を総称したものと定義した｡その
ため,この④の告知とは,まさにリコール時に行
われる消費者への告知情報である｡この危険情報
の連絡をここでは告知との表現を用いた｡危険情
報を伝えるべき製品使用者が特定できていれば,
自動車のように個別に連絡して修理等を行えばい
い｡しかし,新聞で見る社告は,使用者が特定で
きないから,広く告知して,使用者に見てもらお
うとして掲載するものである｡
日頃新聞で見る社告には,この(彰及び③を伴っ
た④の内容となっているが,それでも④を満たし
ていれば,十分適切なリコール情報であると考え
る｡しかし, ②及び/又は③の告知の場合は,消
費者の危害防止を目的とした情報でないため,リ
コール情報とはいえない24)｡
6.リコールの責任分布モデル
6-1.なぜリコールを実施するか
前述のように,ほとんどのリコールは自主リ
コールである｡しかし,自動車は道路運送車両法
で,消費者用製品は消費生活用製品安全法でとい
うように,必要な場合に自主的に実施しなければ
強制命令されるという枠組みがあり,事前に是正
措置計画書を国等に提出しなければならない｡で
は,実際に行われているリコールが是正措置に基
づくものだけであるのか｡表2は, 2004年度の
リコール社告の内訳である｡自動車や薬品に関す
るものは新聞社告としては掲載されないので,こ
こには含まれないが,一一凋受消費者向けに広く告知
されたものの分布を概観できる｡
ここでは,安全基準や規則違反によるものと,
安全上問題があったものを｢法的基準違反｣と
｢準法的な安全(欠陥)｣として分けている｡しか
し,後者の安全(欠陥)区分のものは,垂大事故
が発生していなければ明確に国等-の届け出の義
務が課されているわけではない｡すなわち,法を
背景とした自主リコールと,本当の意味での自主
リコールが混在しているということである｡それ
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社告記事からのリコール内容
リコール 囘法的基準違反 都B食○添加物(香料,着色料等) 食o成分表示 食o賞味期限 食品以外の材料関係 自動車部品 食o法定工程 b#RRR"            
公正取引委排除勧告 B原産国表示(2件は自主) 住宅.ホーム 成分表示 効果 生命保険 めがね 澱2"           
独占禁止法 ???
自主(準法的) 2以xｭrー16 *ﾉW8Zﾈﾚﾉ?ﾉ9ﾕﾉ(8,ﾈﾈxｭr6Hｴ9ｹVﾉJﾘ伉IｩJﾒﾉFｩBﾉ(i<Rｨ,ﾈﾚﾉ?ﾂ41 36 26 7 6                      
安全に関係のない不具合 配合等の材料不備(食以外) 機能不具合 rBB      
その他 唐表示問題(ブランド,バーコード等) 唐  
リコール以外 俾偃R情報提供.注意広報 "金融ソフト問題(預金,入金等の金融) 不正謝罪(肖像権侵害,偽もの注意) 個人情報漏れの謝罪,使用許可 サービスの中止,不備説明 釘B""       
256   
出所:国民生活センター2003年度社告から越山が作成｡
{ヨ}
消費者の権利侵害と｢安全｣. ｢安心｣の関係
｢消費者の権利侵害｣ =
｢安全｣ :人身への傷害がないこと
+
｢安心｣ ;財産への損害.消費者の権利侵害がないこと
らの自主リコールの件数が116件と全体の46%
を占めている｡
また,公正取引委員会による排除勧告の内訳に
は,原産地表示,成分表示,生命保険の表示の訂
正,また,安全に関係のない材料や機能不良に関
するもの,金融手続き不良,懸賞サービスの不備
なども含まれる｡これらは,人への直接的な危害
防止に関する問題ではないが,消費者が安心した
消費生活をおくる上では無視できないものである｡
筆者は,このような直接的な安全以外の｢安心｣
も｢消費者の権利侵害｣ 25)という大きな枠組みで
考えればリコールの対象としてもおかしくはない
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と考える｡この関係を図5に示す｡ ｢安心｣とは,
消費者の権利である｢知らされる権利｣を侵害し
ないとの意図である｡
6-2.リコールの責任分布モデル
6-1節で,消費者が消費生活をおくるためには,
｢安全｣に｢安心｣を加えた権利が保証され,リ
コールの対象の範囲としてもその権利が考慮され
るべきと述べた｡すなわち, 5-2節で定義したリ
コールの目的である｢消費者に対する危害防止｣
の｢危害｣には財産への損害及び知らされる権利
の侵害も含んだ考え方が広義には必要になってく
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{≡D
リコールの法的一社会的責任分布モデル
t≡D
リコールの法的一社会的責任分布モデル補足
㊨ 
感.  
@8
リコールの法的一社会的責任分布モデル　具体的なイメージ
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るのでということである｡この考え方を図6に示
す｡
リコールの実施には,回収等の是正措置を履行
するという義務を果たす動機が作用することを前
述した｡しかし,リコール実施の動機付けは,こ
のような規制法に基づく法的責任だけとは限らな
い｡筆者は,さらに広い視点で責任面について言
及したリコールの位置づけを示すモデルとして図
6を提案している｡このモデルは,大きく次の3
つの部分に分けられる｡すなわち,人的危害に対
する部分,物的損害に対する部分及び消費者のも
つ知らされる権利の侵害の部分である｡
まず注目すべきは,製造物責任がどこに位置付
けされるかという点である｡製造物責任とは,製
造物責任法(1994年)によるものであり,製造
業者等には製造物の欠陥による人の生命,身体及
び財産に係る被害への責任があるというものであ
る｡モデルにおける製造物責任は,図7に示す①
の部分となる｡ここで,問題となるのは,危害の
原因が欠陥かどうかの判定がすぐにはわからない
場合である｡また,被害が出ていない危険の可能
性があるとの状況ではさらに問題となる｡
次に,規制法の位置付けである｡消費生活用製
品安全法,薬事法,食品衛生法,道路運送車両法
等の各種法令によるリコール権限の範囲は, ②の
部分となる｡すなわち,人の生命,身体への危害
防止を目的としているからである｡しかし,この
②内の各規制法は,各々の法律の中で対象を限定
しており,決して重なり合うことはないのである｡
このことは,反面該当する製品がどの法律の範噂
になるのかが明確でない場合には混乱を招きやす
いということである｡乳幼児が喉に詰まらせてし
まうこんにゃくゼリーの例がある｡その安全問題
が,食品衛生法の範噂か,消費生活用製品安全法
の範噂かというケースである｡米国でペットが死
んだペットフードのリコールが発生している｡し
かし,我が国では食品衛生法の範時か,飼料安全
法の範暗かが明確ではないため,関係する行政も
事業者も判断を迷ってしまうというケースである｡
規制法に頼ったリコール義務の場合,リコールの
法的責任が不明瞭になりうるとの側面である｡
③の部分は,規制法の範暗にも入らない物損の
領域である｡通常は,企業側による損害の賠償責
任の領域となってしまう｡残された④の部分が消
費者に知らされる権利の侵害,すなわち｢安心｣
の部分である｡
図8がそれぞれの部分に該当しうる製品群を図
6に当てはめたものである｡我が国の各規制法律
は,該当する製品(品目)を指定して,該当する
製品毎に安全基準や規則を定めているポジティブ
リスト方式を採用しているものが多い26)｡そのた
め,現行の規制法では,対象品目がない場合や,
当初からは想定していない基準や規則に関係する
リスクが顕在化する場合などは,リコール自体の
議論が妥当なのかがわからなくなる｡また,賞味
期限,原産国表示,成分表示,不具合や品質のば
らつきなどの安全には直接関係のない場合,叉は
医療,修理,施工,サービスなどのように安全に
は関係ありそうであるが,規制法律では明確に是
正について定められていない場合,さらには財産
の被害に関連する分野なども同様にリコール議論
の妥当性が明確でない｡以上のことから,規制法
主体ではなく,消費者の権利保護の優先性主体と
したモデルでのリコール議論の方が,本質的な消
費者保護観点での議論であると考える｡
7.リコールをどうリスクマネジメント
するか
リコールとは,実行の事実を告知しながら,消
費者の安全確保のための是正措置を行うことを速
やかに決断し,履行していくことである｡そのた
め,法的･社会的責任を基礎とした告知の意味を
論じ,企業側のリコールに内在するリスクについ
て述ベ,さらにそのリスクが消費者のどのような
リスクが対象になりうるかについて述べてきた｡
本章では,以上の議論を基礎として,リコール実
施上のリスクをどのようにとらえ,マネジメント
していくかについて述べる｡
リコール実施上には, 3つの意思決定上の誤り
のリスクが存在する｡その関係を示したものが図
9である27)｡すなわち, ①実施するかどうか, ②
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どう実施するか, (釦､つまで実施するかである｡
筆者は,これらを特にリコールのための意思決定
に係る｢リコールリスク｣とし,リコールによる
企業側へのダメージを最小にするためにはこのリ
コールリスクを的確にマネジメントしていくべき
と考えている28)0
意思決定の最大の誤りリスクが｢(彰実施するか
どうか｣である｡前述のとおり,リコールを実施
したからといっても,欠陥を認めたことにはなら
ない｡危険の拡大を早期に防止する措置を実行す
るのである｡判断が遅れたり,届け出をしなかっ
たり,虚偽の報告などをしない経営判断が必要と
なる｡具体的な意思決定の誤りのリスクとして以
下がある｡すなわち,判断基準の誤り,情報の人
手方法の誤り,内部コミュニケーションの連絡方
法の誤り,リコール自体の実施の判断の誤りなど
であり,時間尺度がここに加わる｡不祥事としな
いための最大の経営判断が求められる｡
｢(参どう実施するか｣とは,告知方法を始めと
するリコールの方法に関する問題である｡告知方
法の誤りは,リコール自体の有効性を左右し,敬
引先等への影響を大きくする｡表1に示す方法,
すなわち,消費者への通知方法などの適正な選択
の判断である｡ここには,時間尺度と規模の尺度
が加わる｡いかに早期に,そしていかに使用者等
載≡抄
リコールのための意思決定
の消費者に確実に危険などの情報を通知するかと
いうことである｡
｢(釦､つまで実施するか｣とは,リコールの終
局判断の問題である｡有効性が判断基準となるが,
有効性とは実施期間や回収率が指標になる｡緊急
性がある危険回避情報の通知を目的とする場合に
は判断の誤りが危害を拡大させる｡ 1回だけの社
告で効果が上がらなかった場合は,複数回の実行
や異なった方法の通知方法の採用が求められる｡
また,そのリコールの目的に合った有効性の判断
基準としての尺度を設定する必要がある｡
リコール実施企業-のダメージを最小化させる
的確なリスクマネジメントについて述べてきた｡
しかし,これらの意思決定が適正になされるため
には次のフレームワークが構成されていることを
忘れてはならない｡すなわち,対消費者へのリ
コール情報の告知には,社会への説明責任と行政
への届け出等の告知が根底にあるということであ
る｡このフレームワークを無視した自主リコール
とはあり得ないということである｡
8.まとめ
本稿では,社会,行政及び消費者への告知を基
本とするリコール対応を適切に実行することに
社会 
-説明責任
実施するか
どうか
どう実施
するか
いつまで
実施するか
1どんな場合に?　社告?DM?　　いつまで? l
l　_　_　_ ._ ._　_　_　_　ー　_　_　ー　_　ー　_　_　_　_　_　_　J
監視義務-　0法的説明-
行政 
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よって,隠匿や偽装などの不祥事に至らない適切
な製品安全が可能になることについて述べた｡適
切なリコール対応とは,すなわちリコール本来の
目的をよく理解し,その目的に応じた措置を迅速
に行う経営判断である｡このことの問題整理のた
めに,リコールの制度,位置づけ,内在する意思
決定の問題についてモデルを提示して述べた｡そ
の結果,規制法による法的責任議論だけでは,企
業による消費者の安全という重要な社会的責任を
果たすことができないことを述べることができた｡
消費者を重要なステークホルダーとし,健全な消
費生活をおくってもらおうとするならば,規制法
の範噂だけでの対応ではなく,財産-の損害及び
知らされる権利の侵害がない告知を,消費者だけ
ではなく,社会に対しても示していく枠組みが必
要であるということである｡このことがまさに企
業の重要な社会的責任であるということである｡
行政-の届け上の問題が指摘された三菱自動車
の問題,多くの被害者がでたのに直後の説明の不
備が問題を拡大させた雪印乳業の問題,被害者が
でていないのに説明が不適切であったために危機
に瀕した不二家の問題,リコールの有効性の判断
を誤り被害が拡大してしまった松下電器産業の温
風暖房機の問題など,リコールに関する意思決定
の誤りは大きなダメージにつながる｡消費者,行
政,社会等への説明責任や告知の不備も,ダメー
ジの拡大に大きく作用している｡ Chong (2004)
は,製品安全のためのリスクマネジメントの基本
ステップを次の6つであるとしている29)｡
①Coping (事前危機管理プランで損害最小
化をうまく処理)
②Rethinking (学ぶこと)
③Initiating (積極的な履行)
④Sensing (敏感に目を光らせる)
⑤InteⅣening (マネージャーは責任をもっ
て介在)
⑥Sandbagging (予防のための土嚢を)
事前にリスクマネジメントのためのマニュアル
を整備するだけではなく,常に再考し,積極的に
目前や周囲から学びながら改良していくべきとい
うものである｡上記の不祥事や問題は対岸の火事
ではなく,同じ問題を起こさないための重要な教
材なのである｡積極的な製品安全のためのリスク
マネジメントがロスを最小限にするためには重要
な示唆である｡
謝辞,終わりに添えて
馴l参大学商学研究所の研究プロジェクト｢企業経営と
現代的リスクマネジメント｣に参加させていただき, 2007
年11月17日に同研究所主催のシンポジウムで講演させ
ていただく機会を得た｡本稿は,同プロジェクトにおけ
る同時点での成果であり,シンポジウムで講演させてい
ただいた内容をとりまとめたものである｡このような機
会を与-えていただいた同研究所所長の上山和勇教授にこ
の場をお借りして謝辞を申し上げます｡また,同プロ
ジェクトの先生方及びメンバーの皆様にはプロジェクト
を通じて様々なご助言,ご指導をいただいた｡合わせて
謝辞を申し上げます｡
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58
消費者の安全･安心のための製品情報の開示
て,不当景品類及び不当表示防止法第六条第--項
に基づく公正取引委員会の排除命令を受けたこと
を添えて,お詫びの祉吾を行っている(読売新聞
など, 2007年4月25日)0
25)ここでいう｢消費者の権利｣とは, 1962年3月米因
ジョン･F･ケネディ大統領による｢消費者特別教
蕃｣,いわゆる｢ケネディ教書｣において示された消
費者の4つの基本的権利に基づくものである｡すな
わち,消費者には, ①安全を求める権利(therightto
safety), ①選択する権利(theright to choose), (2I)知
らされる権利(the right to be in丘)med), ③意見反
映の権利(the right to be heard)である｡この基本
的権利は,その後,国際消費者機構(Consumer ln-
tematiollal)や,我が国の消費者基本法(1968年:刺
定当時は｢消費者保護基本法｣の名称)や各地の条
例で生活環境の確保などの追加権利が盛り込まれた
形で拡大しながら浸透してきている｡
26)逆に対象を限定せずに,玩具なら積み木であろうが,
人形であろうが,鉛などの安全上問題がある物質が
含有してはいけないとの日本玩具協会による玩具安
全基準などがネガティブリスト方式である｡食品衛
生法も同様に食品毎に安全基準を定めているわけで
はなく,この意味ではネガティブリスト方式である｡
しかし,食品衛隼法は,広義の安全を規制している
のではなく,人に対する衛生面を対象としており,
必ずしも動物やゼリーの柔らかさなどの物理要件は
定めていない｡そのため,品目のリストはネガティ
ブリストであるが,安全規制内容は特定の安全領域
のみを定めているポジティブリストであるとみるこ
とができる｡
27)越山健彦, ｢リコールとリスクマネジメント｣,危機
管理システム研究学会第9回リスク事例サロン分科
会,報苦資料, 2007.3.140
28)越山健彦, ｢リコールリスクと企業の社会的責任｣,
口本リスクマネジメント学会第31回全国大会,報告
資料, 2007. 9. 15-16｡
ここで提案している｢リコールリスク｣の概念は,
主にリコール自体の実行しのリスクマネジメント,
すなわち事後の対応に着日している｡しかし, ｢リ
コールリスク｣には,他に次のような事前対応の側
面も存在する｡
･いかにリコールの可能性を低減するかという技術
開発卜の側面(T)コールに至りやすい安全側面が
大きい製品や技術の開発トのリスク)
･サプライチェーン管理上の側面(上流の原材料
メーカや製造国の社内管理上の問題のリスク)
･原材料･部品メーカ側からの側面(原材料や部品
メーカであり,出荷先が多くなればなるほど同一
問題での損失が人きくなるというリスク)
これらのリスクをどのように低減するか,シェア
するかなどのリスクマネジメントの議論も今後ます
ます求められてこよう｡
29) John. K. S. Chong, "Six Steps to Better Crisis Manage-
ment," Journal of Business Strategy, Vol. 25, No. 2,
2004, pp. 43-46.
59
